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銘建⼯業株式会社 会社概要
• 創業 ⼤正12年（創業91年）
• 所在地 本社 岡⼭県真庭市勝⼭1209
• 従業員 社員252名
• 事業内容 全国トップクラスの集成材事業を中核に、創業以来の国産材製材

事業を含めて主に住宅⽤⽊質構造材の供給に従事。さらに加⼯
過程で発⽣する⽊屑等を利⽤した⽊質バイオマス事業では、電⼒
の販売や⽊質ペレットの製造販売を⼿がける。

構造⽤集成材
⼤規模⽊造建築物

⽊質ペレット

CLT

⽊質バイオマス発電

国産材製材

⽊質構造材事業 ⽊質バイオマス事業



前処理設備を持つペレット製造工程
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銘建工業のペレット製造工程
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前処理工程 ペレット製造

銘建工業の木質ペレットの製造方法



銘建工業における木質バイオマス利活用の概要
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■バイオマス発電所の概要

発電能力：10,000kWh

必要燃料：148,000トン／年
内間伐材：90,000t
端材等：58,000t

設置場所：真庭産業団地
北1号地

運転日数：３３０日／年
24時間稼動

雇 用：１５名

運開開始：平成27年4月

■運営スキーム

事業費：41億円
・14億円は「森林整備加速化･
林業再生基金」を予定

・売電価格（期間20年）
間伐材 ：33.6円/kw
一般木材：25.2円/kw

事業主体：
真庭森林組合、真庭木材事業
協同組合、銘建工業、真庭市
など9団体で構成する新会社

資本金：2億5千万円

真庭バイオマス発電(株)の概要



日本とヨーロッパ各国の森林面積、丸太生産

国 名
森林面積
（1,000ha）

丸太生産
（1,000m3/年）

丸太生産
(m3/ha・年)

日 本 24,979 17,281 0.69

ド イ ツ 11,076 54,418 4.91

オ ー ス ト リ ア 3,887 17,831 4.59

イ ギ リ ス 2,881 9,718 3.37

出典：林野庁「森林・林業統計要覧2013」



製材用材,
26,053千㎥, 37%

パルプ・

チップ用材, 
32,064千㎥, 44%

合板用材, 
10,294千㎥, 14%

その他用材, 
3,275千㎥, 5%

日本の木材需給

(用材部門総需要量)

合計70,633千㎥

資料：林野庁「平成24年木材需給表（用材部門）」



CLT（Cross Laminated Timber
クロス・ラミネイティド・ティンバー）

• ひき板の層を各層で互いに直交する
ように積層接着したパネル及び、そ
れを用いた工法を示す用語

• 1990年代に欧州で開発され、8～10
階建のマンションや、中・大規模の商
業施設や公共施設、一般住宅まで
様々な建築物が建てられている

部材特性
・ 幅や厚みの異なる木板を有効活用

できる

・ 直交積層

⇒高い寸法安定性

・ 厚みのある製品

（通常50～250mm程度）

⇒高い断熱、遮音、耐火性

・大判のパネル

（欧州では、幅：3m×長さ：16m程度のサ
イズで製造）

⇒高い耐震性

ＣＬＴとは？



日本CLT協会
2011年度
・ 1月19日 設立（会長 中島浩一郎）

2012年度
・ CLTのJAS規格化に取り組み
⇒2013年内に告示される見込み
・ CLTフォーラム2012の実施

2013年度
・ CLTの製造マニュアルの検討
・ 基準強度の早期制定に向けて活動
・ CLTフォーラム2013の実施

2014年度
・ 協会会員拡充・事業拡大の予定

業界団体を設立し活動

写真：CLTフォーラム2013の様子



CLTの普及に向けて放つ3本の矢

＊ 構造材として利用するためには

1．基準強度の制定
⇒建物の適材適所に使えるようになる

＊ 一般に普及するためには

2．構造告示の新設
⇒面材を用いた木造建築が一般化する

＊ 利用範囲を広げるためには

3．耐火性能の評価
⇒中層、大規模、都市部建物にも使えるようになる

ＣＬＴで木材産業、日本の森林に活力を

カナダでは、2011年に”CLT handbook”を出版。

2013年、現在では数々のCLT建物が実現。

更に、CLTを用いた30階建て木造ビルの計画も…

引用：Michael Green’The Case for Tall  Wood Buildings’

3年内外（？）

数年内
将来的には

木造の

高層ビルも・・・

2013～

2014

*スケジュールについては関係諸機関と慎重な審議が必要。



政府成長戦略 「日本再興戦略」改訂2014（6月24日発表、ｐ114）


